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X 年 5月から X 年 7月までに月 2, 3回の頻度で，全 6回の集団形式プログ
Table 1 子どもの基本情報
参加者 子どもの年齢 知的水準 障害種 目標行動
P 1 小 2（7 : 2） 標準 ADHD 宿題時間の短縮
P 2 小 4（9 : 2） 標準 ADHD 荷物の片付け／準備
P 3 小 4（10 : 0） 標準 PDD, ADHD 荷物の片付け／準備
P 4 小 4（9 : 3） 標準 PDD, ADHD 夕食の手伝い
P 5 小 4（10 : 0） 境界～標準 ASD 宿題中の私語の減少
P 6 小 5（11 : 1） 軽度 PDD 正誤のこだわり緩和
P 7 小 4（9 : 2） 軽度 PDD 朝の準備
P 8 小 5（9 : 11） 境界～標準 PDD 宿題でのこだわり
P 9 年少（3 : 10） 軽度 ASD 着替えの自立
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2）。1回約 90分間のセッションを計 6回実施した。セッション 1～4は，前




























セッション 6から約 3ヵ月後に座談会を実施し，セッション 1・6と同様の
質問紙への記入を依頼した。
Table 2 プログラムのテーマと内容



















































①については，Knowledge of Behavioral Principles as Applied to Chil-
dren（O’Dell, Tarler-Benlolo, & Flynn, 1979；以下，KBPAC）の日本の簡
略版（志賀，1983）の短縮版（大野ら，2005）全 35項目を用いた。
②については，Questionnaire on Resources and Stress 短縮版（Frie-
drich, Greenberg, & Crnic, 1983；以下，QRS）の日本語版（山上，1998）
を用いた。








参加者の全出席必要回数は 54回（FU を除く）で，P 1に 2回，P 2に 1回
の欠席がみられ，出席率は 94.4％であった。FU への出席率は 66.7％で，ド
ロップアウト率は 0％であった。
2．母親の変化




率は 66.7％であった。また，FU について，参加者 3名（P 5・P 6・P 9）は
都合がつかず座談会を欠席したため，質問紙は未実施となった。
（1）行動変容法に関する知識習得度の変化
KBPAC の得点は，Pre の時点で高得点であった P 8を除くと，全員の参加
者が Pre-Post 間又は Pre-FU 間で上昇した。全期の結果が得られた参加者 3
名（P 1・P 7・P 8）について，Pre-Post-FU の変化をみると，プログラム後
の得点が維持されたのは P 7のみであった。
（2）養育上のストレスの変化
QRS の得点は，Pre-Post 間又は Pre-FU 間でみると 9名中 4名において減
少がみられた。一方，P 6は 15点の上昇がみられ，P 8は Pre 時の 37点が維
持された。
（3）全般的な健康状態の変化
GHQ 30の得点は，Pre-Post 間でみると 6名中 3名において減少又は低得













KBPAC QRS GHQ 30
Pre Post FU Pre Post FU Pre Post FU
P 1 18 24 18 9 7 6 0 7 6
P 2 12 19 13 16 3 11
P 3 21 26 10 13 2 11
P 4 19 25 29 21 8 10
P 5 24 28 21 19 1 1
P 6 23 28 12 27 1 17
P 7 27 28 30 17 17 19 9 6 4
P 8 30 30 28 37 37 39 14 18 12




用シートを用いた全 6回の PT プログラムを実施した。その結果，概ねの参
加者において知識の習得は示されたものの，養育上のストレスや健康度の改善

























































Pre-Post 間又は Pre-FU 間のデータからは，9名中 8名において点数の上
昇が認められた。よって，本プログラムは知識の獲得に一定の効果があったと
考えられる。獲得された知識の維持については，3名分のデータ収集しかでき
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